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本論文は、中小企業の管理論的研究を志向している。このことは類書に見られない特徴であり、中小企
業研究の新たな領域の開拓に貢献するものといえる。本論文中においても指摘されているが、フランスで
は、特異な条件に規定されて中小企業が問題となることが少なく、中小企業研究が他国と比べて遅く始ま
ることとなった。そして、中小企業研究の後発性のゆえに、管理論的研究が中心となったのである。本論
文提出者は、このことに触発されて中小企業の管理論的研究すなわち中小企業のマネジメントの研究を志
向し、上述のような研究上の第の空白を埋めんとしているのである。
以上のことから明らかなように、本論文は中小企業研究のつの空白を埋め、従来とは異なる研究成果
を明らかにせんとする意欲的な研究の成果であるといえる。本論文の学界に対する貢献は大きい。
．本論文の課題
本論文は上述のような意義を有するものであるが、いくつかの課題がなお残されている。
本論文の第章、第章および第章において、フランスの中小企業研究の発展過程が考察されている。
しかしながら、それは文献史として説明されているのみである。文献史はそれなりの意義をもつものでは
あるが、それだけではそれぞれの学説の意味を十全に捉えることはできない。もとより社会科学は須く実
践に基づいている。実践におけるさまざまな要請に応えるために理論が生起してくるものである。した
がって、それぞれの所説が実践からいかなる問題を受け取り、それをいかように考え、実践の要請にいか
に応えてきたかということが明らかにされなければならない。そのことによって、各理論の真の意味を捉
えることができるからである。このことは今後に残された大きな課題である。さらに、第章、第章お
よび第章においてフランスの企業間関係を説明する場合に、「下請」論から脱却して「パートナーシッ
プ」論に依拠することの必要性が説かれている。それが本論文では「学史的転換」として捉えられている。
このような「学史的転換」はいかなる実践の問題に基づいて生起したのかということの解明も望まれる。
そうすれば、フランス中小企業研究の潮流と「学史的転換」の関係もより明確になるであろう。
本論文にはこうした課題が残されているが、これらは決してこの論文の価直を損なうものではない。論
文の提出者には、残された課題に取り組み、研究成果を上げることが大いに期待される。審査委員は、本
論文提出者が博士（商学）の学位を受けるに値するものと判断する。
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